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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ピンが挿通される前後挿通部を有する複数のリンクと、一のリンクの前挿通部と他のリ
ンクの後挿通部とが対応するようにチェーン幅方向に並ぶリンク同士を連結する前後に並
ぶ複数の第１ピンおよび複数の第２ピンとを備え、第１ピンと第２ピンとが相対的に転が
り接触移動することにより、リンク同士の長さ方向の屈曲が可能とされており、第１ピン
および第２ピンのうちの一方は、一のリンクの前挿通部に圧入により固定されかつ他のリ
ンクの後挿通部に移動可能に嵌め入れられ、同他方は、一のリンクの前挿通部に移動可能
に嵌め入れられかつ他のリンクの後挿通部に圧入により固定されている動力伝達チェーン
を製造する際に使用されるピンの組立治具であって、各対のピンが挿入されるピン挿入用
凹部が所要間隔で配列された治具本体を有しているものにおいて、
　治具本体に、各ピン挿入用凹部に連なって付勢手段設置用凹部が設けられており、各付
勢手段設置用凹部内に、各ピン挿入用凹部に嵌め合わせられたピン下端部をピン軸方向に
直交する方向に付勢する付勢手段が設けられていることを特徴とする動力伝達チェーン用
ピンの組立治具。
【請求項２】
　各付勢手段設置用凹部は、各ピン挿入用凹部の配列方向に連なって設けられ、各付勢手
段は、板ばねとされて、その付勢方向が配列方向と同じとされていることを特徴とする請
求項１の動力伝達チェーン用ピンの組立治具。
【請求項３】
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　各付勢手段設置用凹部は、隣り合うピン挿入用凹部の間にこれらに連なって設けられ、
各付勢手段は、付勢方向が配列方向に直交する方向のコイルばねと、これに付勢される押
圧部材とを有しており、押圧部材に、一方のピン挿入用凹部内における他方のピン挿入用
凹部に近い側にあるピンに配列方向に対して所定角度で当接する第１押圧面と、他方のピ
ン挿入用凹部内における一方のピン挿入用凹部に近い側にあるピンに配列方向に対して所
定角度で当接する第２押圧面とが形成されていることを特徴とする請求項１の動力伝達チ
ェーン用ピンの組立治具。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　この発明は、動力伝達チェーン用ピンの組立治具、さらに詳しくは、自動車等の車両の
無段変速機（ＣＶＴ）に好適な動力伝達チェーン用ピンの組立治具に関する。
【背景技術】
【０００２】
　自動車用無段変速機に適した動力伝達チェーンとしては、ピンが挿通される前後挿通部
を有する複数のリンクと、一のリンクの前挿通部と他のリンクの後挿通部とが対応するよ
うにチェーン幅方向に並ぶリンク同士を連結する前後に並ぶ複数の第１ピンおよび複数の
第２ピンとを備え、第１ピンと第２ピンとが相対的に転がり接触移動することにより、リ
ンク同士の長さ方向の屈曲が可能とされており、第１ピンおよび第２ピンのうちの一方は
、一のリンクの前挿通部に圧入により固定されかつ他のリンクの後挿通部に移動可能に嵌
め入れられ、同他方は、一のリンクの前挿通部に移動可能に嵌め入れられかつ他のリンク
の後挿通部に圧入により固定されているものが知られており、特許文献１には、その製造
方法として、所要数のピンを所定ピッチで垂直状に配置してチェーンとして組み立てられ
たときの配列状態で保持しておいてから、これらのピンに下端側から順次１枚ずつリンク
を圧入していくものが提案されている。
【０００３】
　上記特許文献１には、図７に示すように、ピンの組立治具(41)を回転させながら、これ
に所定ピッチで設けられたピン挿入用凹部(42)に対とされたピン(14)(15)を挿入し、チェ
ーン(1)で使用されるすべてのピン(14)(15)をピンの組立治具(41)に配置してチェーン(1)
として組み立てられたときの配列状態で保持しておき、図８に示すように、チェーン(1)
で使用されるリンク(11)がチェーン幅方向に積層されるようにこれらのピン(14)(15)にリ
ンク(11)を押圧治具(45)によって順次圧入していくことが開示されている。
【０００４】
　また、特許文献２などにも、同様のピンの組立治具が開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２００６－９５５８３号公報
【特許文献２】米国特許第７１４０１７３号
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　上記従来の動力伝達チェーンの製造方法および動力伝達チェーン用ピンの組立治具によ
ると、製造時の公差によってピンの嵌め入れの程度がゆるい箇所において、ピンの組立治
具が回転する際にピンが倒れるという問題がある。したがって、ピンを保持する手段を設
けることが好ましいが、押圧治具によってリンクを圧入する際の邪魔にならないように保
持手段を設けることは困難であり、小型でかつシンプルな機構でピンを保持することが課
題となっている。
【０００７】
　この発明の目的は、小型でかつシンプルな機構でピンを保持することを可能とした動力
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伝達チェーン用ピンの組立治具を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　この発明による動力伝達チェーン用ピンの組立治具は、ピンが挿通される前後挿通部を
有する複数のリンクと、一のリンクの前挿通部と他のリンクの後挿通部とが対応するよう
にチェーン幅方向に並ぶリンク同士を連結する前後に並ぶ複数の第１ピンおよび複数の第
２ピンとを備え、第１ピンと第２ピンとが相対的に転がり接触移動することにより、リン
ク同士の長さ方向の屈曲が可能とされており、第１ピンおよび第２ピンのうちの一方は、
一のリンクの前挿通部に圧入により固定されかつ他のリンクの後挿通部に移動可能に嵌め
入れられ、同他方は、一のリンクの前挿通部に移動可能に嵌め入れられかつ他のリンクの
後挿通部に圧入により固定されている動力伝達チェーンを製造する際に使用されるピンの
組立治具であって、各対のピンが挿入されるピン挿入用凹部が所要間隔で配列された治具
本体を有しているものにおいて、治具本体に、各ピン挿入用凹部に連なって付勢手段設置
用凹部が設けられており、各付勢手段設置用凹部内に、各ピン挿入用凹部に嵌め合わせら
れたピン下端部をピン軸方向に直交する方向に付勢する付勢手段が設けられていることを
特徴とするものである。
【０００９】
　この発明が対象とする動力伝達チェーンでは、第１ピンおよび第２ピンの少なくとも一
方がプーリと接触して摩擦力により動力伝達する。いずれか一方のピンがプーリと接触す
るチェーンにおいては、第１ピンおよび第２ピンのうちのいずれか一方は、このチェーン
が無段変速機で使用される際にプーリに接触する方のピン（以下では、「第１ピン」また
は「ピン」と称す）とされ、他方は、プーリに接触しない方のピン（インターピースまた
はストリップと称されており、以下では、「第２ピン」または「インターピース」と称す
）とされる。
【００１０】
　リンクは、例えば、ばね鋼や炭素工具鋼製とされる。リンクの材質は、ばね鋼や炭素工
具鋼に限られるものではなく、軸受鋼などの他の鋼でももちろんよい。リンクは、前後挿
通部がそれぞれ独立の貫通孔（柱有りリンク）とされていてもよく、前後挿通部が１つの
貫通孔（柱無しリンク）とされていてもよい。ピンの材質としては、軸受鋼などの適宜な
鋼が使用される。
【００１１】
　ピンの組立治具は、炭素工具鋼や合金工具鋼などを用いて製作され、プレス機等に取り
付けられる。この際、ピンの組立治具は、中心軸（例えば垂直軸）回りにリンク供給装置
に対して相対的に回転可能に支持される。このピンの組立治具には、所要数のピンが所定
ピッチで配置されてチェーンとして組み立てられたときの配列状態で保持される。そして
、ピンの組立治具を回転させながら、ピン挿入用凹部に保持されたピンに押圧治具に保持
されたリンクが順次圧入される。
【００１２】
　ピンの組立治具の治具本体は、円形（円盤状）とすることが好ましいが、これに限定さ
れるものではない。治具本体が円形の場合、ピン挿入用凹部の配列方向は周方向となり、
これに直交する方向は径方向となる。
【００１３】
　各付勢手段は、対となっているピンのうちのいずれか一方だけをピン軸方向に直交する
方向に付勢するものとされることがあり、また、対となっているピンの両方ともをピン軸
方向に直交する方向に付勢するものとされることがある。いずれの場合でも、各付勢手段
は、付勢手段設置用凹部内にあって、治具本体上面に突出しないものとされ、これにより
、リンクの圧入作業時に干渉することはない。また、ピンとリンクとの圧入は、リンクの
挿通部の長さ方向（ピン挿入用凹部の配列方向）に対して直交する部分の縁で行われるこ
とが好ましく、各付勢手段の付勢方向は、この圧入箇所を避けるように、ピン挿入用凹部
の配列方向またはこれに対して斜め方向とされることが好ましい。
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【００１４】
　各付勢手段設置用凹部は、各ピン挿入用凹部の配列方向に連なって設けられ、各付勢手
段は、板ばねとされて、その付勢方向が配列方向と同じとされていることが好ましい。
【００１５】
　板ばねは、ばね鋼を所定形状に成形したもので、板ばねの弾性力によってピンを保持す
るには、その自由端部が各ピン挿入用凹部に掛かるようにその基端部が所定箇所に固定さ
れる。板ばねは、好ましくは、対となっているピンのうちのいずれか一方（例えばインタ
ーピース）に当接してこれを付勢するものとされ、この場合、他方のピン（例えばピン）
は、一方のピンに押圧されて、その下端部がピン挿入用凹部の周面に当接し、これにより
、１つの板ばねによって、両方のピンがピン挿入用凹部内に保持される。隣り合うピン挿
入用凹部の間隔は、動力伝達用チェーンの寸法によって決定されるため、付勢手段設置の
ための十分なスペースを確保することが難しいが、板ばねを使用することで、少ないスペ
ースに付勢手段を設置することができる。
【００１６】
　各付勢手段設置用凹部は、隣り合うピン挿入用凹部の間にこれらに連なって設けられ、
各付勢手段は、付勢方向が配列方向に直交する方向のコイルばねと、これに付勢される押
圧部材とを有しており、押圧部材に、一方のピン挿入用凹部内における他方のピン挿入用
凹部に近い側にあるピンに配列方向に対して所定角度で当接する第１押圧面と、他方のピ
ン挿入用凹部内における一方のピン挿入用凹部に近い側にあるピンに配列方向に対して所
定角度で当接する第２押圧面とが形成されていることがより好ましい。
【００１７】
　このようにすると、全てのピンが押圧部材を介してコイルばねの弾性力によって付勢さ
れることになり、確実にピンの倒れが防止される。すなわち、１つの板ばねによって両方
のピンをピン挿入用凹部内に保持するものでは、リンクが押圧された際に、リンクに圧入
されたピンだけが板ばねの弾性力を受けて、リンクに圧入されない方のピンに板ばねの弾
性力が伝えられない場合には、リンクに圧入されない方のピンが倒れる可能性があるのに
対し、全てのピンが付勢されることで、ピンが倒れる可能性が確実に排除される。
【００１８】
　押圧部材は、付勢手段設置用凹部内において、圧縮コイルばねの付勢方向に移動可能と
されているだけでなく、押圧部材と付勢手段設置用凹部の周面との間にクリアランスが設
けられて、圧縮コイルばねの付勢方向と直交する方向にも移動可能とされていることが好
ましい。
【００１９】
　このようにすると、押さえ部材が配列方向およびこれに直交する方向に自由度を持つた
め、リンク圧入による第１ピンと第２ピンとの位置関係の変化に対応し、保持力を保つこ
とができる。
【００２０】
　ピン挿入用凹部へのピン挿入時には、ピン挿入用凹部内に進出している付勢手段（板ば
ねまたは押圧部材）をピン下端部が押圧することでこれを後退させる必要があり、このた
め、ピンの両端部は、中央部が凸の曲面に形成されていることが好ましい。
【発明の効果】
【００２１】
　この発明の動力伝達チェーン用ピンの組立治具によると、治具本体に、各ピン挿入用凹
部に連なって付勢手段設置用凹部が設けられており、各付勢手段設置用凹部内に、各ピン
挿入用凹部に嵌め合わせられたピン下端部をピン軸方向に直交する方向に付勢する付勢手
段が設けられているので、各付勢手段は、リンクの圧入作業時に干渉することはなく、小
型でかつシンプルな機構でピンを保持することができる。
【図面の簡単な説明】
【００２２】
【図１】図１は、この発明による動力伝達チェーン用ピンの組立治具を使用して製造され
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る動力伝達チェーンの１実施形態の一部を示す平面図である。
【図２】図２は、リンクおよびピンの拡大側面図である。
【図３】図３は、動力伝達チェーンがプーリに取り付けられた状態を示す正面図である。
【図４】図４は、この発明による動力伝達チェーン用ピンの組立治具の第１実施形態を示
す平面図である。
【図５】図５は、同垂直断面図である。
【図６】図６は、この発明による動力伝達チェーン用ピンの組立治具の第２実施形態を示
す平面図である。
【図７】図７は、従来のピンの組立治具を示す斜視図である。
【図８】図８は、従来のピンの組立治具を示す垂直断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００２３】
　以下、図面を参照して、この発明の実施形態について説明する。以下の説明において、
動力伝達チェーンにおける上下は、図２の上下をいうものとし、ピンの組立治具における
上下は、図５の上下をいうものとする。
【００２４】
　図１は、この発明による動力伝達チェーン用ピンの組立治具を使用して製造される動力
伝達チェーンの一部を示しており、動力伝達チェーン(1)は、チェーン長さ方向に所定間
隔をおいて設けられた前後挿通部(12)(13)を有する複数のリンク(11)と、チェーン幅方向
に並ぶリンク(11)同士を長さ方向に屈曲可能に連結する複数のピン（第１ピン）(14)およ
びインターピース（第２ピン）(15)とを備えている。インターピース(15)は、ピン(14)よ
りも短くなされ、両者は、インターピース(15)が前側に、ピン(14)が後側に配置された状
態で対向させられている。
【００２５】
　チェーン(1)は、幅方向同位相の複数のリンクで構成されるリンク列を進行方向（前後
方向）に３つ並べて１つのリンクユニットとし、この３列のリンク列からなるリンクユニ
ットを進行方向に複数連結して形成されている。この実施形態では、リンク枚数が９枚の
リンク列とリンク枚数が８枚のリンク列２つとが１つのリンクユニットとされている。
【００２６】
　図２に示すように、リンク(11)の前挿通部(12)は、ピン(14)が移動可能に嵌め合わせら
れるピン可動部(16)およびインターピース(15)が固定されるインターピース固定部(17)か
らなり、後挿通部(13)は、ピン(14)が固定されるピン固定部(18)およびインターピース(1
5)が移動可能に嵌め合わせられるインターピース可動部(19)からなる。
【００２７】
　各ピン(14)は、インターピース(15)に比べて前後方向の幅が広くなされており、インタ
ーピース(15)の上下縁部には、各ピン(14)側にのびる突出縁部(15a)(15b)が設けられてい
る。
【００２８】
　チェーン幅方向に並ぶリンク(11)を連結するに際しては、一のリンク(11)の前挿通部(1
2)と他のリンク(11)の後挿通部(13)とが対応するようにリンク(11)同士が重ねられ、ピン
(14)が一のリンク(11)の後挿通部(13)に固定されかつ他のリンク(11)の前挿通部(12)に移
動可能に嵌め合わせられ、インターピース(15)が一のリンク(11)の後挿通部(13)に移動可
能に嵌め合わせられかつ他のリンク(11)の前挿通部(12)に固定される。そして、このピン
(14)とインターピース(15)とが相対的に転がり接触移動することにより、リンク(11)同士
の長さ方向（前後方向）の屈曲が可能とされる。
【００２９】
　リンク(11)のピン固定部(18)とインターピース可動部(19)との境界部分には、インター
ピース可動部(19)の上下の凹円弧状案内部(19a)(19b)にそれぞれ連なりピン固定部(18)に
固定されているピン(14)を保持する上下の凸円弧状保持部(18a)(18b)が設けられている。
同様に、インターピース固定部(17)とピン可動部(16)との境界部分には、ピン可動部(16)
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の上下の凹円弧状案内部(16a)(16b)にそれぞれ連なりインターピース固定部(17)に固定さ
れているインターピース(15)を保持する上下の凸円弧状保持部(17a)(17b)が設けられてい
る。
【００３０】
　ピン(14)を基準としたピン(14)とインターピース(15)との接触位置の軌跡は、円のイン
ボリュートとされており、この実施形態では、ピン(14)の転がり接触面(14a)が、断面に
おいて半径Ｒｂ、中心Ｍの基礎円を持つインボリュート曲線とされ、インターピース(15)
の転がり接触面(15c)が平坦面（断面形状が直線）とされている。これにより、各リンク(
11)がチェーン(1)の直線領域から曲線領域へまたは曲線領域から直線領域へと移行する際
、前挿通部(12)においては、ピン(14)が固定状態のインターピース(15)に対してその転が
り接触面(14a)がインターピース(15)の転がり接触面(15c)に転がり接触（若干のすべり接
触を含む）しながらピン可動部(16)内を移動し、後挿通部(13)においては、インターピー
ス(15)がインターピース可動部(19)内を固定状態のピン(14)に対してその転がり接触面(1
5c)がピン(14)の転がり接触面(14a)に転がり接触（若干のすべり接触を含む）しながら移
動する。
【００３１】
　この動力伝達チェーン(1)は、無段変速機（ＣＶＴ）で使用されるが、この際、図３に
示すように、プーリ軸(2e)を有するプーリ(2)の固定シーブ(2a)および可動シーブ(2b)の
各円錐状シーブ面(2c)(2d)にインターピース(15)の端面が接触しない状態で、ピン(14)の
端面がプーリ(2)の円錐状シーブ面(2c)(2d)に接触し、この接触による摩擦力により動力
が伝達される。
【００３２】
　図３において、実線で示した位置にあるドライブプーリ(2)の可動シーブ(2b)を固定シ
ーブ(2a)に対して接近・離隔させると、ドライブプーリ(2)における巻き掛け径は、同図
に鎖線で示すように、接近時には大きく、離隔時には小さくなる。ドリブンプーリでは、
図示省略するが、その可動シーブがドライブプーリ(2)の可動シーブ(2b)とは逆向きに移
動し、ドライブプーリ(2)の巻き掛け径が大きくなると、ドリブンプーリの巻き掛け径が
小さくなり、ドライブプーリ(2)の巻き掛け径が小さくなると、ドリブンプーリの巻き掛
け径が大きくなる。この結果、変速比が１：１である状態（初期値）を基準にして、ドラ
イブプーリ(2)の巻き掛け径が最小で、ドリブンプーリの巻き掛け径が最大であるＵ／Ｄ
（アンダードライブ）状態が得られ、また、ドライブプーリ(2)の巻き掛け径が最大で、
ドリブンプーリの巻き掛け径が最小のＯ／Ｄ（オーバードライブ）状態が得られる。
【００３３】
　この動力伝達チェーン(1)は、所要数のピン(14)およびインターピース(15)を保持した
後、所要数のリンク(11)を順次圧入していくことにより製造される。この圧入は、ピン(1
4)およびインターピース(15)の上下縁部とピン固定部(18)およびインターピース固定部(1
7)の上下縁部との間において行われており、その圧入代は０．００５ｍｍ～０．１ｍｍと
されている。
【００３４】
　動力伝達チェーンの製造方法は、従来と同様であり、チェーン(1)で使用されるすべて
のピン(14)およびインターピース(15)を対にして所定ピッチでピンの組立治具(20)(30)に
配置してチェーン(1)として組み立てられたときの配列状態で保持するピン保持工程と、
チェーン(1)で使用されるリンク(11)がチェーン幅方向に積層されるようにこれらのピン(
14)およびインターピース(15)にリンク(11)を順次圧入していくリンク圧入工程とを備え
ている。
【００３５】
　図７および図８に示したように、従来のピンの組立治具(41)は、ピン(14)およびインタ
ーピース(15)の保持は、これらの下端部とピン挿入用凹部(42)との嵌め合わせによる摩擦
力だけで保持するものとされており、これに対し、この発明によるピンの組立治具(20)(3
0)では、以下に示すように、弾性力による付勢手段(24)(34)が付加されたものとなってい
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る。
【００３６】
　図４および図５に、この発明による動力伝達チェーン用ピンの組立治具(20)の第１実施
形態を示す。同図に示すように、ピンの組立治具(20)は、対とされたピン(14)およびイン
ターピース(15)が挿入されるピン挿入用凹部(22)が所要間隔で配列された治具本体(21)と
、各ピン挿入用凹部(22)に嵌め合わせられたインターピース(15)）の下端部をインターピ
ース(15)の軸方向に直交する方向（ピンの組立治具(20)の上面に平行な方向）に付勢する
付勢手段(24)とを備えている。
【００３７】
　治具本体(21)は、円形（円盤状）とされている。治具本体(21)には、各ピン挿入用凹部
(22)の配列方向（周方向）に連なって付勢手段設置用凹部(23)が設けられている。付勢手
段設置用凹部(23)は、ピン挿入用凹部(22)のインターピース(15)挿入側に設けられており
、幅狭の細長い形状とされて、治具本体(21)の径方向内方側に延長されている。
【００３８】
　各付勢手段(24)は、板ばねとされて、インターピース(15)を周方向（ピン挿入用凹部(2
2)の配列方向）に押圧可能なようにかつインターピース(15)から離れる方向に変形可能な
ように、各付勢手段設置用凹部(23)内に設けられている。
【００３９】
　各ピン挿入用凹部(22)は、有底のもので、その深さは、チェーン幅方向に並ぶリンク(1
1)の最外側のものからのピン(14)およびインターピース(15)の突出量（出代）に合致する
大きさとされており、ピン挿入用凹部(22)の底面は、ピン(14)およびインターピース(15)
がそれぞれ所定の出代を有するように、段付に形成されている。ピン挿入用凹部(22)の横
断面形状は、リンク(11)の前後挿通部(12)(13)とほぼ同じ形状とされており、ピン(14)お
よびインターピース(15)の挿入および抜き出しが可能でかつ挿入されたピン(14)およびイ
ンターピース(15)が動かない程度の嵌め合いとされている。
【００４０】
　ピンの組立治具(20)は、垂直軸回りに回転可能とされている。動力伝達チェーン(1)の
製造に際しては、まず、ピンの組立治具(20)を回転させながら、各ピン挿入用凹部(22)に
ピン(14)およびインターピース(15)を挿入し、次いで、リンク供給装置（図示略）によっ
てリンク(11)をピン(14)およびインターピース(15)の上端部に配置し、次いで、リンク押
圧治具（図８参照）を下降させてリンク(11)を所定位置まで移動させ、その後、ピンの組
立治具(20)を所定量回転、リンク(11)の配置およびリンク押圧治具の下降を繰り返すこと
により、動力伝達チェーン(1)が組み立てられる。
【００４１】
　ピン挿入用凹部(22)の横断面形状は、上述のように、挿入されたピン(14)およびインタ
ーピース(15)が動かない程度の嵌め合いとなるように設計されているものの、製造時のバ
ラツキによってピンの嵌め入れの程度がゆるい箇所において、ピンの組立治具(20)が回転
する際にピン(14)またはインターピース(15)が倒れるという問題がある。
【００４２】
　この第１実施形態のピンの組立治具(20)によると、対とされたピン(14)およびインター
ピース(15)のうちの一方（インターピース(15)）の下端部は、付勢手段としての板ばね(2
4)によって、他方（ピン(14)）を押圧する方向に押圧され、ピン(14)の下端部がピン挿入
用凹部(22)の周面に押圧されることで、ピン(14)およびインターピース(15)ともその下端
部がピン挿入用凹部(22)内に保持される。これにより、ピン(14)またはインターピース(1
5)が倒れるという問題が解消されている。板ばね(24)は、付勢手段設置用凹部(23)内に設
けられることで、治具本体(21)の上面から突出することはなく、リンク圧入工程において
押圧治具によってリンク(11)を圧入する際の邪魔になることはない。また、隣り合うピン
挿入用凹部(22)の間隔は、動力伝達用チェーン(1)の寸法によって決定されるため、付勢
手段設置のための十分なスペースを確保することが難しいが、付勢手段(24)として板ばね
を使用することで、少ないスペースに付勢手段(24)を設置することができる。こうして、
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小型でかつシンプルな機構でピン(14)およびインターピース(15)を保持することができる
。
【００４３】
　図６に、この発明による動力伝達チェーン用ピンの組立治具(30)の第２実施形態を示す
。同図に示すように、第２実施形態のピンの組立治具(30)は、対とされたピン(14)および
インターピース(15)が挿入されるピン挿入用凹部(32A)(32B)が所要間隔で配列された治具
本体(31)と、各ピン挿入用凹部(32A)(32B)に嵌め合わせられたピン(14)およびインターピ
ース(15)の両方の下端部をその軸方向に直交する方向（ピンの組立治具(30)の上面に平行
な方向）に付勢する付勢手段(34)とを備えている。
【００４４】
　治具本体(31)は、円形（円盤状）とされている。治具本体(31)には、隣り合うピン挿入
用凹部(32A)(32B)の間にこれらの径方向内方側に連なって付勢手段設置用凹部(33)が設け
られている。各付勢手段(34)は、付勢手段設置用凹部(33)内に設けられており、付勢方向
が径方向（配列方向に直交する方向）外向きの圧縮コイルばね(35)と、これに付勢される
押圧部材(36)とを有している。
【００４５】
　押圧部材(36)には、ピン（一方のピン挿入用凹部(32A)内における他方のピン挿入用凹
部(32B)に近い側にあるピン）(14)に配列方向に対して所定角度で当接する第１押圧面(36
a)と、インターピース（他方のピン挿入用凹部(32B)内における一方のピン挿入用凹部(32
A)に近い側にあるピン）(15)に配列方向に対して所定角度で当接する第２押圧面(36b)と
が形成されている。
【００４６】
　押圧部材(36)は、付勢手段設置用凹部(33)内において、径方向（圧縮コイルばね(35)の
付勢方向）に移動可能とされているだけでなく、付勢手段設置用凹部(33)の周面との間に
周方向のクリアランス(C)が設けられて、周方向（圧縮コイルばね(35)の付勢方向と直交
する方向）にも移動可能とされている。
【００４７】
　このようにすると、全てのピン(14)およびインターピース(15)が押圧部材(36)を介して
圧縮コイルばね(35)の弾性力によって付勢されることになり、確実にピン(14)およびイン
ターピース(15)の倒れが防止される。
【００４８】
　上記第１実施形態のピンの組立治具(20)によると、図５において、最初のリンク(11)が
圧入された際に、板ばね(24)に近いインターピース(15)がリンク(11)に拘束され、この際
、インターピース(15)が板ばね(24)の弾性力を受けて、板ばね(24)から遠いピン(14)に力
が伝わらず、板ばね(24)から遠いピン(14)が倒れる可能性がある。これに対し、第２実施
形態では、隣り合うピン挿入用凹部(32A)(32B)間の径方向内方側寄りに位置する押圧部材
(36)を圧縮コイルばね(35)によって径方向外方に付勢し、押圧部材(36)の先端部両側に設
けられた１対の押圧面(36a)(36b)によってピン(14)およびインターピース(15)を斜め方向
（配列方向とこれに直交する方向との間の方向）にそれぞれ付勢するようになされている
ことで、この可能性が確実に排除される。付勢手段(34)は、付勢手段設置用凹部(33)内に
設けられることで、治具本体(31)の上面から突出することはなく、リンク圧入工程におい
て押圧治具によってリンク(11)を圧入する際の邪魔になることはない。また、隣り合うピ
ン挿入用凹部(32A)(32B)の間隔は、動力伝達用チェーン(1)の寸法によって決定されるた
め、付勢手段設置のための十分なスペースを確保することが難しいが、付勢手段(34)をピ
ン挿入用凹部(32A)(32B)の径方向内方側に設置するとともに、１つの圧縮コイルばね(35)
によって押圧部材(36)を介してピン(14)およびインターピース(15)を同時に押圧すること
で、少ないスペースに付勢手段(34)を設置することができる。こうして、小型でかつシン
プルな機構でピン(14)およびインターピース(15)を保持することができる。
【００４９】
　上記のピンの組立治具(20)(30)は、リンク、ピンおよびインターピースの形状に限定さ
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【符号の説明】
【００５０】
(1)　　　 動力伝達チェーン
(11)　　　リンク
(12)(13)　前後挿通部
(14) 　　 ピン（第１ピン）
(15)　　　インターピース（第２ピン）
(20)　　　ピンの組立治具
(21)　　　治具本体
(22)　　　ピン挿入用凹部
(23)　　　付勢手段設置用凹部
(24)　　　板ばね（付勢手段）
(30)　　　ピンの組立治具
(31)　　　治具本体
(32A)(32B)ピン挿入用凹部
(33)　　　付勢手段設置用凹部
(34)　　　付勢手段
(35)　　　圧縮コイルばね
(36)　　　押圧部材
(36a)　　 第１押圧面
(36b)　　 第２押圧面

【図１】

【図２】

【図３】
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